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は　じ　め　に
　昭和47年以来，食糧需給のアンバランスによる食糧危機意識が深まり，1980年を基点とする
中・長期の食糧需給予測も資源不足を指摘しているのが現状である。この国際的な食糧情勢をふ
まえて，国際的な食糧需給の中での日本を，国際的農産物としての小麦の勤向をめぐって，世界
最大の輸出国としてのアメリカ合衆国におけるその生産の情勢分析との関係に限定し追うことを
通して，いかにとらえるかがこの論述の研究目的であり，それを試みるものである。しかし，我
が国の農産物の生産の自給度と輸入食品に対するその依存度との基軸の置き方，考え方をどの様
にするかでもちろん食品生産の方向は，さらにその在り方は全く異なるものになってくる。また，
工業生産の高いいわゆる先進的な資本主義諸国において農産物の自給過剰生産が可能であり，同
時にその農産物の輸出が可能である事は発展途上の農業生産諸国と比較して，その輸入と輸出と
いう逆の現象が現実的である事もまた周知のところである。すなわち，経済成長の度合が比較的
高いところに存在する国とそうでない国とをどの様に考えるか。つまり，それぞれ特質を保有す
る国がそれぞれのもつ産業構造によってその関連の中で農業生産にどの様に影響を与えているか
が考慮されなければならないだろう。
　世界的な食糧危機が間近に迫っているという過敏な見方はとらないが，けっして楽観出来ない
事もまた確たる事実である。最も生産に余力のある食糧輸出国としてのアメリカ合衆国において
も，農産物の過剰再来を懸念して，個別の生産者にとっては必ずしも生産意欲は十分であるとは
言い切れない。また発展途上国において，安定的に生産の拡大が行われる事も現時点では必ずし
もあまり期待し得ない。この様な情勢の中で日本は，今や食用農産物の自給率は50～60％程度，
そして穀物自給率に関しては40％程度と低下傾向をみている。この事実は変転する世界情勢の中
では厳しいものがあるはずであり，深く考慮を要することは今さら言をまたない。48年のアメリ
カの大豆などの輸出規制措置は我が国にとっては大きな教訓的な要象であったはずである。結局，
一31一
国際政治の現実は自国の利益が優先するという認識を改めて考慮せざるを得ない。この様な国際
的情勢の下での食糧需給の事情を小麦（穀物）を通してその考察を試みるものである。
　なお，参考にした文献，資料については稿末に所載しました。
　1．
　先づ世界最大の農産物輸出国としてのアメリカの情勢から把握してみる。すなわち，アメリカ
の国土総面積は9億3，100万hα，農場面積は4億5，400万hαであり，国土面積のほゴ50％に相当
する。たs“し農地面積は1億7，200万hαで，さらにそのうち，耕種面積は1億3，　400万haで，国
土面積の14％となっている。そして1農家当たりの農場面積は160hαと大規模であり，農業就業
人日は約325万人で総就業人口の僅か4％にすぎず，実に農業の労働生産性は極めて高い。そし
てアメリカ農業の主要農産物は，小麦，とうもろこし，大豆，綿花，牛肉等であり，その世界最
大の輸出国である。過去数年はこれらの輸出はやx停滞ぎみに推移してきたが，1972年頃から上
昇に転じ，現在ではまさにアメリカ産業の中で，有力な外貨獲得部門とされている。その生産動
向について言えば，アメリカ農業は永年余剰農産物に悩まされ，しばしば大きな国内問題であっ
たが，1972年以降，世界的な農産物需給の逼迫にともなって農産物の生産拡大を目指して来つつ
ある。例えば，1974年の農業生産計画では，作付制限（セット・アサイド．set　aside）は全面的
に解除され，輸出拡大が続き，高価格水準が当分続くと考えられるので，米国農民の生産意欲は
急速に高まり生産は大幅に拡大されることになるだろう。いわゆる商業的な小麦農業と綿花農業
とは伝統的にアメリカ農業を代表して来た。1930年代以来の小麦余剰問題等ですぐれて停滞気味
であったアメリカの小麦生産は，1972年のソ連の不作などによって，国の内外を通じて供給を上
回る小麦需要のため，アメリカ農業はこれまでとって来た生産調整のための作付制限を撤廃し増
産体制を始動しはじめたのである。
　現在のところアメリカ小麦は最も国際競争力を持ち，また世界で最も輸出力があると期待され
るものであるが，その輸出状況を見ると，小麦の総需要量に占める輸出量の割合はほゴ国内消費
量に匹敵するほどのウェイトで1972／73年には国内消費をはるか上回るほどになっており，輸
出市場はアメリカ小麦生産者にとって非常に大きな意味を持っていると言える。ちなみに，世界
の小麦総輸出量に占めるアメリカの輸出割合は年次によって多少異るが30～40％であり，1972年
には44％にものぼっている。この事象はもちろん世界最大の小麦輸出国である。
　さらにひるがえって，価格について見れば，その価格は旺盛な需要に支えられて1972年来よ
り急上昇し，72年7月1ブッシェル当たり，L32ドルであった価格が73年1月には238ドル
となり74年2月には1ブッシェル当たり実lc　5．　52ドルと最高価格をつける程になった。もちろ
ん，その背景としてはソ連の小麦大量買付けなど，その他の国々への供給などが存在した事は周
知のところである。
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表一1　小麦生産の推移
年度（7月～6月） 繰越在庫 国内生産 国内消費 輸　　　出
1963／64
P971／72
P972／73
P973／74
（2，450）
@731
i1，989）
@863
i2，349）
@428
i1，165）
（3；490）
P，618
i4，403）
P，545
i4，205）
P，727
i4，700）
（1，750）
@855
i2，327）
@797
i2，169）
@756
i2，057）
（1，970）
@632
i1，720）
P，184
i3，222）
P，150
i3，130）
単位：上段一100万ブッシェル
　　下段一（）内万トン
（アメリカ農務省資料，農産物の需給予想）
　さて，アメリカの農政問題は，等しく日本における食管制度にも似て，小麦問題につきると言
っても過言ではない。すなわち，小麦の余剰処理の問題は1930年代以来のことであり，昨今の
食糧危機がさSやかれるまでアメリカ農政の難題として位置づけられ続けて来たものである。
1933年農業調整法が制定され，作付割当計画を実施，1936年には“土壌保全，国内割当法”
を成立させ，3，000万工一カーの小麦生産を遊休化したと言われている。
　さらに，第二次大戦中には，食糧需給は窮屈となり，1942年には支持価格をパリティ価格の
90％保証まで引上げた。また大戦後はとくに1948年以後豊作が続き過剰が再び出現した。しか
し支持価格は継続され，生産を刺激し，余剰蓄積が拡大することとなった。1954年余剰農産物処
理法が出来，海外市場の拡大化などに力を入れる一方，支持価格の引下げを実現させた。しかし
その後農業団体の圧力により引下げは実施できず余剰は集積する一方であった。
　その後，60年代の農政はアメリカの農業生産力をあげて世界の飢餓に挑戦しようとするもので
あり，1966年「平和のための食糧法」の中に結実を見，主として余剰食糧の海外援助を新しい
観点から規定したものであった。またその前年，65年には国内の生産調整と価格支持を規定する
食糧農業法がつくられ，それはさらに70年農業法へと引きつがれたのである。
　現在，アメリカの農業団体には二つの相対立するものが存在していると言える。すなわち，一
つは民主党系農業団体，ファーマース・ユニオン（farmers　union）であり，一つは共和党系の
アメリカン・ファーム・ビューロー・フェデレイション（American　farln　bureau　federation）で
ある。前者は中小農業者の団体であり，それ故t・生産調整の強化と支持価格の引き上げを求め，
一方後者は商業的農業者，とくに大農場経営者の団体であり，市場経済と自由競争を主張し，自
由競争の中で経営の大型化，能率化を目指すものとして知られている。
　さて，70年農業法について言えば，ファーム・ビューロー案，すなわちこれは支持価格を段階的
に滅額し，自由市場にゆだね，そして能率化を高めようとするものであり，構造改善は自由競争
を通じて実現されるという考え方である。したがってこの案と現行政策との中庸折衷案として出
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来たのが，セット・アサイド方式と呼ばれる70年農業法であったのである。これには，生産調整
方式として，過去の作付面積実績によって割当面積を順次割当てるのである。すなわち，価格支
持制度として（1），セット・アサイドに参加した生産者はC，C，C，（商品金融公社）から一定のロ
ーン・レイトで融資を受けることが出来る。（2），C，　C，C，による直接買⊥げでローン・レイト
と同一の価格によりC，C，C，に売却出来る。（3＞，小麦生産調整に参加した生産者に対し国内小
麦販売証券を発給し，小麦のパリティー価格と生産者受取価格の差額を支払うものである。また，
政府支払限度額として，一農家一作物当り年間55，　OOOドルとするものである。以上が大よその70
年農業法の骨子であるが，これはさらに，現行の73年農業，消費者保護法へと転化されたのであ
る。
　すなわち，新農業法は生産者の自主性を求め，農産物の増産と安定供給を確保し，最低価格を
保証するとともに，政府支払の抑制を意図することにあった。したがって，70年農業法との相異
点を指摘すれば，（1），ローン・レイトの引上げ，（2），販売証券，交付金による最低価格保証を廃
止し，それに代って，目標価格制を導入し，市場価格がそれを下回った場合差額を支払う。（3｝，
一農家当たり政府支払限度額を各作物合計で22，　OOOドルとした点にある。しかしなお，70年農業
法によるセット・アサイド方式は基本的には存続しており，過剰生産の見通しの場合には実施出
来ることになっている。従って，以上の様な情勢をふまえた上で，アメリカ農業のカサの中での
日本農業，食糧問題を，さらに輸入食品とそれへの依存度ならびに自給率の課題をどの様に考慮
すべきかを強く認識しなければならないだろう。
表一2　セット・アサイド面積の変化
＼　　　年度 1972／73 1973／74 1974／75（見込）
小　　　　麦 20．1 7．5 0
コ　　　ー　　　ン 24．4 5．7 0
飼料穀物 36．6 9．1 0
（単位：百万工一カー） （アメリカ農務省資料，農林水産物の貿易）
　さらに，アメリカ農産物貿易の推移について考察してみる。すなわち，小麦を始めとするアメリ
カ農業の主要作物の需給をみても，アメリカの生産者にとって海外市場は極めて重要な位置を占
めており，とくにアメリカ経済の中で穀物を中心とする農業については，一大輸出産業として把
握することにかたくない。すなわち，この輸出産業としての農業の意義は，アメリカ全体の国際
貿易収支に占める農産物貿易のバランス，つまりアメリカ国際収支の改善に果たす農産物輸出の
役割を見れば，さらにその重要性を帯びてくることが理解されるだろう。そしてその輸出農産物を受
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入れる必要を強く認めざるを得ない海外市場の情勢もまた，全く異った観点から重要な意義を
持っている事も認識しなければならない。さらにアメリカ経済全体の貿易収支は1971・72年
には相当の赤字を出すに至ったが，これの殆んどは非農産物貿易の輸入超過によるものであり，
農産物貿易については終始黒字基調であり，1972・73年はすぐれて顕著な輸出超過を実現
し，とくに1973年（1973年7月～1974年6月）には実に118億ドル（輸出213億ドル，輸
入95億ドル）の黒字を計上し，非農産物貿易の赤字を相殺してなお，28億ドルの黒字をアメリ
カ経済にもたらしたのである。こういった国際収支上の問題からいっても農産物の輸出はアメ
リカにとっても重要な意味を持っており，とくに小麦等の穀物についての輸出に関しては農産
物全体の輸出額に対し，1971年までは約50％，数量増大と価格上昇，とくに価格上昇の激し
かった72年には実に94％，73年でも63％と非常に大きなシェアを占めており，極めて重要な地
位にあると言えるだろう。
表一3．アメリカ農産物の貿易収支（年度7月～6月）
（億ドル）
225
200
175
150
　　　　　　　　　　　　　　　　　129
125
100
　　　　　　　　　　　78　　80
75　　　　　　　　67
　　　　57　　．一．一一．一．一．一一＿一．一一“売
50　　　56　58　60
　　　　4925
1968／69　　　69／70　　　　70／71　　　71／72　　　　　72／73　　　73／74
　（アメリカ農務省資料農林水産物の貿易）
　この表一3で示されている様に，アメリカ農産物輸出は1972年から異常な伸びを記緑して
いる。この72年の農産物輸出は従来の最高であった前年の実に1．6倍であった。すなわち1972
年の世界市場価格の上昇（1971年水準の約9％高）がその商業的輸出増加の原因の一つであ
り，もちろん，諸外国の天候不順も大きくその背景となった事も考慮されなければならないで
あろう。さらにまた，諸外国における所得増大と米ドルの切下げもその重要な要因であった事
もいなめない。そしてこの輸出増加額のうち，約3分の2を占め，その主要輸入国はソ連であ
り，その大量の買付が価格をはじめ世界の穀物需給になげかけた波紋は少くとも今までの農業
政策・生産思考をくつがえすほどの大きな動きであり，この72年から新しい段階を迎えたと言
っても過言ではあるまい。
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　一方，1972年の農産物輸入金額も新記録となり，73億2，　300万ドルに達した。すなわち，
1972／73年のアメリカ農産物貿易は約56億の黒字であり，これは前年71／72年の約20億の
2．　8倍と驚くべき増大であった。この年の農産物輸出はアメリカ産業総輸出額の22．　3％を占
めるに至った。従来，農産物輸出が総輸出中に占める比率を向上させることは難しいと見られ
ていたが，1969年の16．4％から22．3％と伸びを示し1960年代初期において農産物輸出が総
輸出の24～25％を占めていた当時に比べるとまだ低くはあるが，世界の食糧事情をふまえてそ
の回復はかなりのものである。
　アメリカ農産物輸出を域別に概観すると，1973年では日本，西ヨーロッパ，およびソ連で
の増加が目立っている。とくに，日本への輸出は表一4に示す通り，1973年では対前年比約
2倍となり，初めて20億ドルを越え，74年では最初の30億ドル市場となり，その市場拡大の早
さはめざましいものがある。さらにまた，発展途上国への輸出も大きく増大しており，73年で
は，日本，中国を除くアジア地域へ20億ドル台，ラテン・アメリカへの輸出は10億ドル台に達
した。そしてこれら発展途上国はその経済力の発達にともなって，これからの市場拡大には大き
な影響を持てると言える。また政治その他の要素をも考慮して，そして最大の未確定要素とし
て，ソ連が小麦および飼料穀物の自給国になるかの問題が今後，アメリカ農産物輸出の動向に大
きな影響を持つものと思われる。
表一4　対日農産物輸出
70／71 71／72 72／73 73／74
金　　額
@（％）
1，215
P5．7
L163
P4．5
2，258
P7．5
3β56
P5．7
（単位：100万ドル） （アメリカ農務省資料，農産物の需給予想）
　さらに，アメリカ農業のその生産能力と需給の見通しについて考察した場合，少くともアメリ
カ農業には数年前までは考え得られなかったような未来性を保持していると見るべきだろう。と
くに商業的農業については目を見張るべきものがあり，アメリカ自らが，農業の信じ難い程の潜
在能力を見出して来ている。アメリカ農業は実に1970年代における主要産業の一つであろう。
すなわち，世界的な需要の増大と，国内消費により安価な農産物供給を意図とした農産物過剰時
代にとってきた種々多くの統制組織を撤廃し，より市場指向的な方向を指針して来ている。例え
ば，アメリカ農務省はアメリカ農業の潜在的生産能力の検討の結果として，74年に“American
Agriculture－its　capacity　to　produce”を発表した。これは現在から1985年までの間にあ
って，生産に関する各種の条件を想定した場合，どのような生産が行なわれるかを明確にしたも
のである。そしてその結論は，「アメリカ農業は主要農産物の生産を著しく拡大することが可能で
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ある。」という結論である。すなわち，生産に使用され得る農地面積の拡大と単位面積当たり収量
の増加とによって，1980年代の中頃まで生産を増加させて行くことが可能であるとしている。
かてて加えて，生産拡大の可能性の大部分は単位面積当たりの収量の増大によるものなのである。
　一般に日本の農業は土地の生産性を追求し，アメリカ農業は労働の生産性を追求して来たと考
えられて来ていたが，アメリカ農業における土地生産性の向上もまた決して停滞しているわけで
はない。ちなみに，これをエーカー当たりの収量でみると，1964年から1973年の間に小麦に関
しては25．8ブッシェルから32．7ブッシェルへ27％の増加を示している。その他，コーンにおい
ては62．9ブッシェルから96．9ブッシェルへと54％の増加，牧草は1．76トンから2，15トンへ22％の
増加，大豆では22．　4ブッシェルから27．5ブッシェルへ25％の増加という様にいずれも20％以上
の伸び率を確実にしている。今後これらの作物がどれだけ増大するかはその可能性として表一5
にあげられているごとく，農業技術の進歩とともに漸増していくことは明確であろう。これらの
事実は日本農業，さらに食糧輸入と日本農業生産の体質との関連から充分考慮せねばならない。
表一5　主要作物の増産可能性
実　　　　績 可　能　性 単　　　　位　　年度i目
（平均）
U9～71 72 73 80 85 85／73
　　反収
Rーン面積
@　生産
82．2・
T8．7
S8
96．9
T7．3
T．6
92．4
U1．5
T．7
109．5
V3．7
@8．1
120．Q
V5．5
@9，1
（％）
P59
ブッシェル／エーカー
P00万工一カー
P0億ブッシェル
　　反収
蜩､　面積
@　生産
27．4
S2．1
P．2
28．0
S5．8
P．3
28．0
T6．2
P．6
32．0
U4．1
Q．1
34．5
U5．7
Q．3
144 〃
　　反収
迫ｿ　面積
@　生産
　1．64
P00．4
P65．0
　1．93
X4．1
P8L5
　1．84
P02．4
P88．7
　2．24
P14．7
Q56．8
　2．47
P15．7
Q85．8
151
トン／エーカー
P00万工一カー
P00万トン
　　反収
ｬ麦　面積
@　生産
31．9
S6．1
P．5
32．9
S7．3
P．5
31．8
T3．7
P．7
34．5
U2．3
Q．2
36．6
U3．3
Q．3
133
ブッシェル／エーカー
P00万工一カー
P0億ブッシェル
　　　反収
ﾈ花　面積
@　生産
437
P1．2
P0．2
507　　I
?????????．?
502
P2．4
P2．9
51σ
P41
P5．0
535
P4．7
P6．4
126
ポンド／エーカー
P00万工一カー
P00万俵
（アメリカ農務省資料，世界食糧需給予測）
　以上のような実績あるいは可能性を見たS“けでもアメリカ農業は世界で最も生産性が高く，さ
らにまた大量生産能力を持っていることが理解され得るだろう。それにともなう世界への食糧供
給国としての責任はアメリカ農業の重大な課題になるのである。現代のように国際間における相
互関係が強まっている時代において，自給率問題だけにこだわる必要は認められないし，一時的
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であるにせよ異常なほどの輸出需要と国内供給への不足を懸念して輸出規制が実施されることは
輸入国へ大きな不安をもたらすことになる。そして日本のように伝統的な輸入国にとっては，こ
の事は直接，食糧の戦略的使用の危具感が強く反映することはいなめない事実である。故に，食
糧に対する新しい見解と秩序とはアメリカ農業の大きな課題である。したがって，これらの現象をふま
えて，日本の農業生産への考え方を改めて国際的視野から見直さなければならないと思う。すな
わち，この事象から食糧供給国とその需要国との関係を直視する必要を強調せざるを得ない。
　2．
　わが国における農業生産は古くから国策の基盤として発展して来たことは周知のところである。
すなわち国策の最大の課題としてとりあげられて来たのである。しかしながら，第二次世界大戦
後の経済すべての混乱期が過ぎて，昭和30年代になると国策の方向は全く一変した。それは膨大
な外国資本の流入，近代化された設備投資等による工業生産優先の経済高度成長政策が，第一の
課題として登場したのである。この事は結果として農村人口は都市に流入しやがてそのまS定着
するに至った。工業優先の政策は日本の食生活をも変えてしまった。国民所得の増大による食生
活の変化は，従来の日本的食生活慣習を大きく外来的なものへと適応させてしまった。すなわち
兼業農家が必然性をもって増大し，農業構造そのものをも全く変化させてしまったのである。また
農地から工業用地への大規模な転化は，わが国の農業の零細性に拍車をかけ，農業人口の急減を
生むに至った。このために食糧生産不足が生じ，国策として外国からの輸入によって補わざるを
得なくなったのである。こういった背景によりわが国の農業は逼迫の度を増していったのである。
今さら言をまたないが，昭和40年からの住宅土地への欲求ならびに，レジャー産業等の発展が農
地を具体的に変化させてしまった。一昨年の農産物輸入総額43億3，　650万ドルは，その年の農林
省の農業関係一般予算額1兆2，167億円よりも1，209億円多い。すなわち，国民総生産において，
自由主義諸国第二位の経済力ということで，貨幣価値問題を考慮外としても，小麦515万トン，ト
ウモロコシ605万トン，大豆360万トン，ナタネ60万トン等合計約2，000万トンを輸入している。
これらを国内の反収で除してみると825万haとなる。この事はわが国の農耕地面積574万haの実に
144％に相当するものである。国民一人当たりの耕地面積が少ないことはまさに宿命的である。
この事実は見過し出来得ないし，極めて厳しい現実であることを強く留意せざるを得ない。
　わが国の麦作については，農業経営の中ではとくに副次的性格が強く，作付規模が零細なうえ，
圃場が分散している関係上，作付けの集団化，作業の機械化を進めることが關難であり，このこ
とが麦の生産性，収益性の向上と米作との生産比較上大きな障害となっていることも周知のとこ
ろである。ちなみに，麦の収益性を農林省「生産費調査」によってみると，47年産麦の1日当た
りの家族労働報酬は，小麦702円，2条大麦1，633円，6条大麦1，149円，裸麦については33円
の赤字になっている。このような要因によって麦の作付面積が減少し，しかも48年産麦の作況指
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数は小麦94，6条大麦99，2条大麦87，裸麦90と6条大麦を除いていずれも不良となったため，
表一6　小麦と米の生産者価格の推移とその比較
小
? ?
米を100とした
生産者価格
iトン当たり）
生産者価格　　　　比生　産　費 生産者価格
iトン当たり）
生産者価格　　　　比生　産　費 場合の小麦の生
Y者価格比
昭和15年 209円02銭 93．5％ 290円87銭 140．4％ 71．9％
30 34，300円 86．4 65，033円 181．0 52．7
35 35，817 98．2 65，032 1643 55．1
40 45，217 84．6 103，800 158．1 43．6
44 54，450 76．8 134，833 129．5 40．4
47 63，500 75．0 148，000 一 42．9
48 72，264 一 173β50 一 41．7
（農林省資料，農林省広報）
48年産四麦合計の生産量は前年産に比して31％減の41万8，600トンとなった。この様な国内産麦
の減退や1972年秋以降の小麦の国際需給の逼迫に対処して，わが国は麦生産振興対策を講じ
ざるを得なかった。すなわち，今後麦生産の増加が期待される地区を麦作振興地区に指定して麦
生産振興奨励補助金を交付するという形で生産増加にともなう需給関係を助長しようと配慮して
いる。つまり麦作の生産性向上及び定着に資する施策である。
　そこで，戦後におけるわが国の小麦生産について見た場合は以下の如くである。すなわち，昭
和25年の76万7，000　haを最高に年々減少を続けて来たが，昭和36～37年に一時もちなおして，36
年には前年比8％増の64万9，　OOO　hαとなった。しかしながら，37年以降再び減退に転じ44年まで
年率約10％で減少を続け28万7，　OOO　haとなった。その後45年には前年比20％減，46年には27．5％減，
47年にはさらに31％減，48年には実に4ユ％減となって，その衰退は加速されて来ており，その分
だけ輸入によって補わざるを得なくなっており，その需給関係はまったく平衡を失わざるを得な
くなってしまった。したがってその衰退の原因は何であるのか，もちろん米生産との大きな比較
上の差異もさることながら，具体的には①作柄の不安定性，②前作物との作期の重複，③麦作規
模のまったくの零細性，④他産業への労働の転化増大，そして一番重要な事実として指摘される
のは低収益であろう。この様な状況から，最近の小麦の国内自給率は4～5％となってしまった。
すなわち，昭和30年は41％，40年には28％，46年には8％と大幅な低下傾向を示している。その
具体的低下の原因は前述した通りだが，集約すれば，食生活の変化の結果と麦の価格政策問題と
言って良いだろう。先づ第一の食生活の変化としては昭和30年初期から始った経済の高度成長に
伴い国民所得の大幅な増大，その反映としての食生活パターンの変化である。それは量より質へ
の傾向を示している。つまり，1人1日当たりの供給カロリーは昭和35年度2，290カロリー，47年
度2，　5／6カロリーと12年間に10％の増加である。そして主な食料品は肉類3．4倍，果実2．1倍，
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砂糖類1，9倍，小麦は1，2倍，野菜は1，1倍となった。米については約20％減で穀類全体でもほ
ぼこれに近い。したがって供給カロリーのうちでん粉質の占める比率は69％から53％に低下した。
他方，蛋白質は70gから78gに増加し，その中に占める動物蛋白質の割合は31％から43％に増加
した。この事はいわゆる主食としての穀物の消費は減少しても，動物蛋白質の増加，すなわち畜
産物の消費が増加するので畜産物の大幅な輸入が必然的に行なわれることになる。もしも，輸入
を制限するとすれば，飼料としての穀物の需要は一層さらに増加することにならざるを得ない。
つまりでん粉質の割合が低下した部分は動物蛋白質の増加というパターンに変化して来ているの
である。結局，自給率問題をその基軸に何を置くかで考え方は大きく変って来ざるを得ない。す
なわち，自給率問題の複雑性の大きな要因であり，その波及する影響はさらに複燥する。第2の
麦の価格政策については，小麦，大麦，裸麦等いわゆる三麦の政府管理は昭和27年7月から間接
統制に移行した。この間接統制は，農産物の最低と最高価格を設定し，市場価格がこの価格安定
帯からはみ出す場合には，政府が最低価格での買い出動，あるいは最高価格での売り出動という
市場操作を行うことによって，市場価格の異常な変動を除去することである。しかしながら，麦
の管理制度では，国内産麦の無制限買入れ及び輸入麦の全量買入れが前提となっているため事実
上，通常の市場安定に必要な数量を超えて，流通量の大部分がいったん政府の手に集中するので
ある。したがって，結果として政府が決定する価格は，異常な変動の除去を目的とするよりも，
市場における正常な中心価格に近くなければならないという従来の直接統制とほとんど変化を見
ない方式となってしまう。この事は政府買入れ価格の算定方式そのものに問題がある。つまり農
産物の生産者価格をパリティー価格で決定する方式は昭和22年から採用された。しかしながら実
際にパリティー価格で決定されたのは米価だけであって，麦については，直接パリティー指数か
ら算出するのではなく，結果的に米価を基準とし，これに対米価比を乗ずることによって買入れ
価格が定められた。ところが，間接統制移行に当たって，国内産麦の政府買入れ価格は「昭和25
年，26年産の買入価格の平均額に農業パリティー指数を乗じて得られる価格」が最低基準とされ，
これまでの米価との関連性を解消してしまったのである。戦後の食糧欠乏状態を反映してすぐれ
て相対的に高まった麦の対米価比は，順次国内産麦増産と外麦輸入の増大で昭和24年から下降に
転じてしまった。そして国際的にも麦は過剰傾向に突入し，国際価格は低落傾向をたどった。そ
こで26年よりも対米価比の高い25年を加えて基準年の生産者価格を引き上げ，さらにまた，「パ
リティー価格を下回ることを得ず」と規定することにょって，対米価比との関連性を断ち切り，
あわせて，輸入価格の低落で国内産麦の価格水準が低下することを防止しようと試みたのである。
しかし，このような措置によっては生産増加は計る事は出来得なかった。むしろその後衰退の一
途をたどり，再起不能に近い状態となってしまう結果となったのが現状であり，近来の食糧不足
問題に関連して大きな課題を提供していることも周知のところである。さらにまた，戦後の日本
では，小麦，6条大麦，2条大麦，および裸麦の四麦合計で麦生産は昭和25年約180万hαが最高
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であった。しかしながら，昭和48年度では麦生産は僅かに15万hα強に過ぎない。また同じ麦生産
でも，大麦，裸麦ほどの後退の激しくない小麦についても，25年の約77万haから7万hα台に減少
している。まったく急激な下落状況である。その原因をたS”せば，すなわち価格政策の側面から
見れば，第一にそれは対米価比の悪化という情勢を指摘せねばならないだろう。わが国の麦生産
の転落の事実は一貫して対米価比低下のプロセスそのものだったと見る事が出来得る。例えば，
表一8が示す様に米の政府買入れ価格に対する小麦の政府買入れ価格の比率が把握される。すな
わち小麦の対米価比は昭和24年77，5％を最高に，これ以後は急速に下降へと転じている。そこで，
27年の間接統制に移行の際，その歯止めの措置として対米価比との関連をしゃ断したパリティー
価格を採用したが，その急速な下降情勢は変らず昭和30年には53．5％となった。
　その後数年間は55％前後でやs上昇気味に推移した。このため小麦の作付けも一時的に回復の
兆候を示した。しかし，この時期の小麦の生産者価格は必ずしもそれ自体決して有利に形成され
表一7　日本の小麦自給率，小麦作付面積
年
?
小麦自給率 ％ 作付面積1，000hα
昭和
9～11 668
22 583
25 770
30 669
35 39 607
40 28 476
41 21 421
42 20 366
43 20 322
44 14 286
45 9 229
46 8 166
47 5 113
48 4 75
表一8．小麦の対米価比の推移
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　　（農林省資料農業と経済）
（農林省資料，農業と経済）
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たわけではなかった。それは国際的な小麦の過剰を背景にCIF価格は60kg当たり2，542円（昭
和27年）から1，460円（34年）へと暴落していた時期でもあり，政府の買入れ価格は2，000円か
ら2，100円台を上下していた。もちろん米価もまた3，900円前後で低迷していたから，その事に
比較して多少良好であっただけである。経済成長段階を背景としで農業生産が無視されがちであ
った事も理解しなければならない。すなわち農業切捨て，または農業生産の国際分業論の強調が
存在し始めたというバック・グラウンドである。やがて昭和36年6月に「農業基本法」が制定され，
農業近代化の路線が明示された。その眼目の一つが「農業生産の選択的拡大」政策の推進であり，
米についてはむしろ非成長的であることが暗示されていた。それにもかSわらず，米の政府買入
価格は「生産費所得方式」の登場と独得の政治加算によってこれ以後対前年比で10％を超える勢
いで上昇した。この事に反して，麦価の引上げ率はせいぜい4～5％のものに過ぎなかったから，
小麦の対米価比は再び急速に下降をたどり，43年までに40％に落ち込むようになった。その結果，
必然的に作付けの方も急激に落ち込むことになったのはまた周知のところである。
　3．
　麦類についての国際需給は，1972年前半までは主要生産国の生産がかなり順調であったため
に，やtS供給は過剰気味に推移してきた。しかしながら，1972年には，世界的な気候不順によ
って穀物生産が減少し，特にソ連における大幅な減産の影響から，穀物の大量買付けが行なわれ
たことを契機に麦類の国際需給は反転して不足気味の基調に変化した。1973年の世界の麦類生
産量は，主要生産国の増産政策や天候にも幸いして前年を大幅に上回る史上最高の生産を記録し
た。すなわち，小麦については約10％，3億6，　800万トン，大麦については約8％，1億6，600
万トンである。しかし，輸入国の需要は依然として強く特に小麦については，1973／74年度に
おける主要輸出国の期末在庫が20数年来の低水準（5大輸出国で2，　OOO万トン）まで減少すると
見通されたことと相まって，麦類の国際需給はむしろ逼迫を続けて，1973年の石油問題の影響
も加わって，その逼迫感は1973年後半から1974年の初頭にかけて最高度に達したわけである。
　その後，麦類の国際需給は，①小麦について注目されていた米国における1973／74年の期末
持越がほM“計画通り確保され得る見通しが立ったこと，②1974年の米国における生産が史上最
高であった前年を更に20％以上越える増産が期待されるに至ったこと，③また全般的に穀物の需
給が緩和されたこと等もあって，食糧危機，戦略物資としての食糧問題，食糧自給問題等々と＿
時の逼迫感から脱し・やx沈静下して来ている。一方，麦類の国際価格は，以上のような需給事
情を反映して高騰を持続し，1972年前半までは小麦はトン当たり50～70ドルに，大麦は同様ト
ン当たり50～60ドル程度の水準で安定していたものが，1973年には小麦で約1．9倍，大麦は約
25倍のピークを記録した。その後・麦類の国際需給事情を反映して，1974年には，小麦は約
26倍・大麦は約2・3倍と落ち着き・やx若干の低下を示している。しかしながら，麦類の国際
需給は基調としては，依然として堅調を持続しており，また国際価格もかなりの高水準を維持し
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推移して来ている。ひるがえって，わが国の麦類の作付面積は，国際的事情に反して，収益性の
低いこと等他の要素をも含めて，年々減少している。したがって，その生産量は需要量の増大と
は別に年々減少の傾向にあり，結果としてその輸入依存度は益々高くなっているのが現状である。
　　　　　　　　　　　　　　表一9　わが国の麦類需要の推移
食糧用小麦 飼料用小麦 食糧用裸麦 飼料用　大麦会計年度
数　　量 対前年比 数　　量 対前年比 数　　量 対前年比 数　　量 対前年比
1971
P972
P973
3，703
R，973
S，268
99．5
P07．3
P07．4
（1，134）
P，244，
i1，145）
P，279
i1，182）
P，301
98．2
P02．8
P01．7
（一）
Q41
i13）
Q47
i66）R40
102．6
P02．6
P37．7　1
　832
@941
P，104
107．8
P13．1
P17．3
（単位：1，000トン） （農林省資料，農林水産物の貿易）
表一10　外国産麦類の国別輸入量の推移
種　別 小
?
，　大
?
??
名云計年度 1971 1972 1973 1971 1972 1973
米　　　　　国 1，604 2，283 2，451 一 13 一
食 カ　　ナ　　ダ 1，235 1，279 1，506 一 57 161
糧 オーストラリア 518 398 103 　 57 115
?
そ　　の　　他 3 一 一 一 一 一
1　　計 3，360 3，960 4，060 一 127 276
米　　　　　国 524 547 1，019 一 一 109
カ　　　ナ　　　ダ 52 一 一 530 727 681?
オーストラリア 718 716 113 257 266 184
フ　　ラ　　ン　ス 一 一 ｝ 一 　 71?
1アルゼンチン 一 一 113 一 一 一1南ア共和国
一 10 13 一 一 一?
そ　　の　　他 1 一 一 　 一 一
?
1，259 1，273 1，258 787 993 1，045
米　　　　　国 2，128 2，830 3，470 一 13 109
カ　　ナ　　ダ 1，287 1，279 1，506 530 784 842
?? オーストラリア 1，236 1，114 216 257 323 299
フ　　ラ　　ン　ス 一 　 一 ｝ 一 71
アノレゼンチン 一 一 113 　 一 　
計 南ア共和国 一 10 13 一 一 　
そ　　の　　他 4 一 一 一ニー十 一 　．醒鼈鼈鼈鼈黶E
計 4，655 5，233 5，318 　　787　1－「「　一一一　　　　1，120L，＿一　　　　＿一＿ 1，321－一一一唖」．一一　
（単位：1，000　トン） （農林省賢料，農林水産物の貿易）
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　1972年以降の国際的な食糧需給の窮迫と，輸入食糧価格の高騰は，元来アメリカの農業政策
の失敗によってふくれ上がった余剰農産物にたよった食糧政策を行って来たわが国にとっては，
今後の食糧政策を考え直さざるを得ない立場にたSされている。たとえ，国際収支が黒字基調を
続け，手持ちドルが豊かだから，つまり貨弊経済が現状のまS維持されるという前提がかりに存
在しても，石油問題と同様に戦略的物資として食糧が作用するとしたら，経済の実物的側面から
基本的に食糧問題を考慮せざるを得なくなる。そこで昭和60年度を目標とした農産物の需要と生
産の長期見通しを，農政審議会の答申通り60年度の食用農産物の総合自給率を，47年度の73％か
ら75％に引き上げた事は，すなわちこの自給率を達成するためにはよほどの行政的努力とさら
には国民の食生活の自発的修正が強く要望されなくてはならないだろう。そして現実の問題とし
て国内生産を増大する方法について考えた場合，たゴ単に自給率を上昇させる事だけを考えるの
ならば，農産物価格を思いきって高くするか又は国民の税負担を高位に継続させることによって
達成し得るだろう。しかし現在のようにインフレーションの中で物価の抑制が経済政策の最重要
ポイントになっている場合には，農産物価格の大幅な上昇は経済全体に悪影響を及ぼすことにな
る。また，高度経済成長政策から低成長，さらには安定成長への経済転換により，税収の伸びが
あまり期待し得ないとすれば，農業への大きな政府資金の利用にも限界があると言わざるを得な
い。また農業の発展を考える際にも他の産業同様，スケール・メリット（規模の利益），最適操業
規模等を追求する構造改革の進展と無関係であってはならないだろう。この！拝はある意味におい
て土地政策そのものに他ならない。しかし一方わが国の農産物輸入の現状を見た場合，作付ll［1積
にして概ee　1，　OOO万hαを超えていると言われている。他方わが国の現在の農地面積が500万hα
であることからみても，そのズはあまりにも大きい数字である。したがって，国内生産を考える
と同時に，輸入農産物の供給安定という算を重要な施策としてとり上げざるを得ないのが現実で
ある。例えば，輸出国との長期輸入契約，輸入先の多様化，発展途上国における食料生産の見返
りとしての輸入（開発輸入），さらに備畜等である。これ等は当然，それぞれの施策については
条件的制約がある郭はもちろん言うまでもないところである。いずれにしても，現在の情勢の中
で，消費国としての口本はその生産，流通の関連を重要視しなければならない。また今後の世界
各国の食糧増産の結果として，仮りに将来，世界的な食糧の過剰が再現した場合にも，国民の生
命の安全を買う代償として止む得ない施策として考慮せざるを得ないものである。
　以上のように小麦につい（はよりすぐれて他の輸入食糧との総合的観察との関連，さらには国
内生産状況との関連の中で把握しなければならないと思われる。しかしながら，こ0）拙論の目途
としたところは，国際性をもつその代表的農産物としての小麦にスポットを当て，小麦の世界的
な流通・貿易・生産を通して，その中で特にもっとも関連の強いアメリカ合衆国のその情勢をめ
ぐって，わが国の今後の食糧1拝情への人きな影響を考察しようと試みたものである。なお紙数の
制約から，カナダ，オーストラリアについての関連を割愛せざるを得なかった’1二を附、㌃しておき
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ます。
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